
 
 

第５号議案 

２０２５年５月２１日 

第５１２回理事会 

 

役員候補者の選定等について 

（案） 

 

１．別紙１のとおり、本機関の理事候補者２名及び監事（非常勤）候補者１名を選定した

上で、次回通常総会に付議する。 

 

２．次回通常総会における上記１．の付議内容の承認を受け、別紙２により役員就任承諾

書及び誓約書を徴収し、別紙３により電気事業法第２８条の２３第２項に基づき、経済

産業大臣に認可申請を行う。併せて、別紙４のとおり役員から申請があった兼職につい

て承認するとともに、当該役員から提出があった役員兼職承認申請書を経済産業大臣に

提出する。 

 

３．上記２．の認可申請に対する経済産業大臣の認可を受けた役員候補者の就任予定日を

もって、下表のとおり理事の管掌部門及び理事長の職務代行順位を決定する。 

 

理事の氏名 管掌する部門 理事長の職務代行順位 

岸  敬也 総務部（会計室を除く。） 

政策調整室 

第１順位 

土方 教久 企画部 第２順位 

髙野 登志裕 系統計画部 

紛争解決対応室 

第３順位 

田山 幸彦 需給計画部 

運用部 

第４順位 

桝谷  亨 再生可能エネルギー・国際部 

会計室 

第５順位 

※監査室は全理事の共管とする。 

 

以上 

【添付資料】 

別紙１ 役員候補者一覧 

別紙２ 役員就任承諾書及び誓約書 

別紙３ 役員選任認可申請書 

別紙４ 役員兼職承認申請書 

 

※別紙２、別紙３及び別紙４は、情報管理規程第４条（情報の格付の区分）の規定に基づ

き、外部秘に該当するため非公表とする。 

  



 
 

別紙１ 

 

役員候補者一覧 

 

 

１．理事候補者  

 

氏名 現職 

土方 教久 

（ひじかた のりひさ） 
 本機関 理事（再任） 

田山 幸彦 

（たやま ゆきひこ） 
 本機関 理事（再任） 

 

 

３．監事（非常勤）候補者  

 

氏名 現職 

古城 春実 

（こじょう はるみ） 
弁護士・本機関 監事（再任） 

 

  



 
 

【参考事項】役員候補者略歴等 

 

１．理事候補者   

氏名 

（年齢） 

最終出身校 

略歴 

土方 教久 

（６２歳） 

【最終出身校】  

１９８６年 ３月 東京大学 工学部 卒業 

 

【略歴】  

１９８６年 ４月 東京ガス㈱入社  

２００２年 １月 ㈱エネット出向 

２００６年 ４月 東京ガス㈱ 

エネルギーソリューション事業部 企画部長 

２００７年 ４月 同社 総合エネルギー事業部 企画部長  

２００９年 ４月 同社 エネルギー企画部エネルギー計画グループ 

マネージャー 

２０１４年 ４月  (一財)コージェネレーション・エネルギー高度 

利用センター出向（専務理事） 

２０１７年 ４月  東京ガス用地開発㈱出向（代表取締役社長） 

２０１９年 ４月  東京ガス不動産㈱出向（常務取締役） 

２０２１年 ４月 電力広域的運営推進機関出向（企画部長） 

２０２１年 ７月 電力広域的運営推進機関 理事 

 

田山 幸彦 

（５９歳） 

【最終学歴】 

１９９０年 ３月 早稲田大学大学院 理工学研究科 卒業 

 

【略歴】 

１９９０年 ４月 東京電力㈱入社 

２０１４年 ６月 同社 パワーグリッド・カンパニー  

ネットワークサービスセンター 所長 

２０１６年 ４月 東京電力パワーグリッド㈱  

パワーグリッドサービス部 

ネットワークサービスセンター 所長  

２０１８年 ４月  同社 系統運用部長 

２０２１年 ６月 同社 執行役員 系統運用部長 

２０２３年 ３月  電力広域的運営推進機関 参与 

２０２３年 ７月 電力広域的運営推進機関 理事 

 



 
 

 

 

２．監事（非常勤）候補者 

氏名 

（年齢） 

最終出身校 

略歴 

古城 春実 

（７５歳） 

【最終出身校】 

１９７４年 ３月 東京大学 法学部 卒業 

 

【略歴】 

１９７６年 ４月 最高裁判所司法研修修了 

 弁護士登録 

１９８３年 ６月 米国ヴァージニア大学ロースクール修了（LL.M.） 

２００１年 ４月 任官（判事・東京高等裁判所知的財産権部） 

２００５年  ３月 退官 

２００５年１０月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 

 坂井・三村法律事務所加入 

２０１５年 １月 桜坂法律事務所設立 代表パートナー 

２０１６年 ４月 知財功労賞（知的財産権制度関係功労者）受賞 

２０２１年 ７月 電力広域的運営推進機関 監事（非常勤） 

 

 

（注）本機関は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者（理事長、理

事及び監事）が負担することとなるその職務の執行に関して責任を負うこと又は当該責任の追及

に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとし

ております。役員候補者が役員に就任した場合は、当該保険契約の被保険者に含められることと

なります。また、次回の契約更新時には同内容での更新を予定しております。 

 


